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＜掛金アップだけじゃない！iDeCo 改正のポイント＞ 

ＦＰネットワーク神奈川会員 福島 佳奈美  

 

老後資金づくりの制度として定着してきた iDeCo（個人型確定拠出年金）ですが、2026年 12

月に改正が予定されています。この記事では、iDeCo の 2026 年改正のポイントを解説しな

がら iDeCoを利用するメリットや受け取る際の注意点等についてお伝えします。 

 

■そもそも iDeCo（個人型確定拠出年金）とは？NISA となにが違う？  

iDeCo は、自分で拠出した掛金を自ら運用しながら原則 60 歳以降に老後資金として受け取

る制度で、公的年金を補う私的年金の制度として 2001年 10月に始まりました。NISAは 2014

年 1月に始まったので、実は iDeCoの方が歴史は古いのです。どちらの制度も運用益が非課

税という税制優遇がありますが、iDeCo は老後資金としての制度なので原則 60 歳まで引き

出せず、運用できる商品は金融機関ごとにあらかじめ選定されており、商品数もそれほど多

くありません。その点、NISA はいつでも引き出し可能で、運用商品も iDeCo より幅広く選

択できます。但し、NISA は口座開設や維持手数料は無料ですが iDeCo は加入時や毎月の口

座維持手数料などがかかります。 

 

■掛金の上限が大幅引き上げ！ iDeCo改正のポイントとメリット 

iDeCo は、掛金が全額所得控除の対象となります。ここが NISA との大きな違いです。所得

控除の対象となるということは、所得税と住民税が安くなる可能性があるということで、所

得の大きい方ほど節税メリットは大きくなります。 

 

2026 年 12 月には、iDeCo の掛金上限額が大幅に引き上げられる予定です。これまで企業年

金のない会社員の掛金上限は月額 2万 3,000円でしたが、改正後は月額 6万 2,000円となり

ます。つまり、毎月 3万 9,000円も多く積み立てられるようになります。 

 

所得税率 10％（住民税率 10％）の方ですと、月額 2 万 3,000 円を拠出した場合の所得税、

住民税の軽減効果は年間約 5万 5,000円ですが、改正後の上限の月額 6万 2,000円の掛金を

拠出すると、税の軽減効果は年間約 15万円となり、大きな節税メリットがあるといえます。 
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また、企業年金のある会社員や公務員についても、これまで月額 2万円だった上限が、企業

年金や共済制度など他の老後資金制度との合計で月額 6万 2,000円までと拡大されます。こ

れまで「上限額が低い」と感じていた方にとっては、大きな追い風となる改正といえるでし

ょう。 

 

自営業者やフリーランスの第 1 号被保険者は、これまで月額 6 万 8,000 円が上限でしたが、

月額 7 万 5,000 円に引き上げられます。なお、専業主婦（夫）、扶養内パートなどの国民年

金第 3号被保険者は、月額 2万 3,000円という上限に変更はありません。 

 

■iDeCo の加入可能年齢も見直しに 

今回の改正では、掛金の上限が引き上げられるだけでなく、加入可能年齢も見直されます。

現在は、原則として 65 歳未満までしか掛金を拠出できませんが、改正後は、老齢基礎年金

を受給していない、iDeCo の老齢給付金を受給していない、iDeCo の加入者または運用指図

者または企業年金から iDeCo に移換する方である等の要件をみたせば、70 歳未満まで掛金

を拠出できるようになる予定です。65 歳を過ぎても働き続ける方はもちろん、年金受給を

繰り下げている方などにとっても、老後資金を増やす選択肢の一つとなるでしょう。 

 

■iDeCo を受け取る際に気をつけたいこと 

iDeCoは、一時金として受け取る方法と、年金形式で受け取る方法があります。一時金受け

取りの場合は「退職所得」として扱われ、退職所得控除の対象となります。年金形式で受け

取る場合は「雑所得」として扱われ、公的年金等控除の対象となります。また、両方を組み

合わせて受け取ることもできます。受け取り方法によって適用される税制が異なりますので、

会社から受け取る退職金との関係も考慮する必要があるでしょう。 

 

■将来の安心につなげることが大切 

今回の改正で掛金上限は大きく引き上げられますが、だからといって誰もが上限まで積み立

てる必要はありません。iDeCo は原則 60 歳まで引き出せないため、生活予備資金や近い将

来に使う予定のお金まで拠出してしまうのは避けたいところです。 

 

一方で、掛金が全額所得控除となり、運用益も非課税となる iDeCoは、老後資金づくりにお

いて魅力的な制度です。無理のない範囲で続けてうまく活用することが、将来の安心につな

がるのではないでしょうか。 


